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 新型インフルエンザ対策について  

 

 

１ 平成 20年度の主な取組 

 

５月 26日   第１回横浜市新型インフルエンザ対策推進会議を開催 

５月～     ＹＣＡＮ上で、職員向け「新型インフルエンザ講座」連載開始 

６月27日   国（内閣官房、厚生労働省）に対し要望書を提出（八都県市首脳会議） 

７月18日   横浜検疫所に対し横浜港水際対策に関する見解書を提出（健康福祉局、港湾

局、安全管理局） 

７月28日   新型インフルエンザ対策総合措置訓練へ参加（横浜検疫所主催） 

７月29日   市緊急事態等対処計画の修正（対策本部設置基準の見直し等） 

７～８月       職員を対象とした講演会実施（４回 847人参加） 

９月11日   対策の進ちょく状況の報告（危機管理推進会議） 

９月20､21日   ライフデザインフェアにて出展ブースを設け、市民啓発 

10月 3 日      八都県市新型インフルエンザ対策関係事業者研修会を開催 

  10月 23日     「国への緊急アピール」実施（三県市首長懇談会） 

  10月 24日    第２回横浜市新型インフルエンザ対策推進会議を開催 

  10月～     発熱外来の設置について地域中核病院等と協議 

 

 

２ 横浜市新型インフルエンザ対策推進会議 

 

平成 17年 12月に設置した「新型インフルエンザ対策会議」を、名称を「対策推進会議」と

変更し、また、危機管理体制、全庁的体制を強化するなど全面的な見直しを行い、「新型インフ

ルエンザ対策推進会議（議長：佐々木副市長、副議長：上原危機管理監）」として、今年度２回

開催した。 

 

(1) 第１回対策推進会議の概要（平成20年５月26日開催） 

今後の取り組む方向性について討議を行った。 

 

■ 取り組む方向性 

   ア 市民啓発・市職員研修の充実 

   イ「横浜市緊急事態等対処計画」に定める市対策本部の設置をフェーズ３Ｂからに見直し 

   ウ 新型インフルエンザに対応する訓練をさらに充実し、今後も継続 

   エ 国の法令改正等を踏まえた「横浜市新型インフルエンザ対策行動計画」を見直し 

   オ 区局内で各役割について再検討 

 



(2) 第２回対策推進会議の概要（平成20年 10月 24日開催） 

 

  ■ 議題 

ア 横浜市新型インフルエンザ対策行動計画の見直しについて 

      ・「発熱相談センター」、「発熱外来」の設置 

      ・プレパンデミックワクチン・パンデミックワクチンの接種準備 

      ・抗インフルエンザウイルス薬の本市独自備蓄  等 

 

イ 新型インフルエンザ発生時の被害想定について 

【業務継続計画策定にあたって職場で想定される事態】 

      ・海外発生期から国内発生期への移行期間は２～４週間 

      ・首都圏での流行期間約８週間 

      ・ピーク時の職員の出勤率は４割程度  等 

 

ウ 社会活動の制限に関する取組について（自由討議） 

 

  ■ 報告事項 

   ア 区局の取組（瀬谷区、水道局）について 

 

 

３ 今後の取組 

 

(1) 発熱外来の設置について、地域中核病院等との具体的な調整 

(2) 国の行動計画改定に合わせて、本市行動計画の改定 

(3) 対策訓練の実施 

 

 

 

 

【参考】 

○ 本市の訓練実施状況 

18. 3.24  新型インフルエンザ発生時対応図上訓練  

18.12.15  新型インフルエンザ対応訓練 

（市民病院、市大センター病院、保土ヶ谷福祉保健センター 他） 

19. 1.17  新型インフルエンザ対応訓練 （横浜検疫所等関係機関合同） 

   新型インフルエンザ対応訓練検討会 （緊急対策チーム） 

19.12.12  新型インフルエンザ対応訓練 

（横浜労災病院、市民病院、港北福祉保健センター 他） 

   20. 7.28  新型インフルエンザ対策総合措置訓練 （横浜検疫所等関係機関合同） 
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